




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(百万円）????、????、?、 ? ????? ?????
画外国
園県外
圏県内
騨撰難騨鍵難戦灘職謂職難
注1:沖縄県企業立地推進課のデータ。
注2:企業へのアンケー トより集計。
図6自由貿易地域地区別搬入・搬出額（2000～2016年)
Fig.6ImportandexportofFreeTradeZoneinNahaAreaandUrumaArea
縄の自由貿易地域は国際物流拠点産業集積地域とな
り，旧来の自由貿易地域及び特別自由貿易地域は同
制度に発展的に統合され，「那覇地区｣，「うるま地
区」となった。そして,2013年2月には新たに「那覇
空港地区｣，「那覇港地区」が指定を受けた。これに
より沖縄の従来の自由貿易地域は，保税制度を基礎
としたものから新たに国際物流拠点の創設という目
標を持つものとなった。基本的な機能としては広い
意味で自由貿易地域の機能を踏雲するものであるが，
現代の生産・物流のグローバル化へ対応したものと
なった。
そして2014年4月には沖縄振興特別措置法の改正
によって地域指定等の権限が知事へ移譲され，さら
に優遇税制の要件緩和，対象事業の追加などが行わ
れた。これにより，沖縄県が柔軟に地域指定を行え
るようになり，県が主導する企業誘致や他の経済振
興策との連携もより容易になったと考えられる。沖
縄県は同年6月に国際物流拠点産業集積計画を定め，
旧来の那覇地区･那覇空港地区･那覇港地区を5市(那
覇・浦添・豊見城・宜野湾・糸満市）にまたがる範
囲に拡大した「那覇・浦添・豊見城・宜野湾・糸満
地区」に，旧うるま地区を中城湾港新港地区（うる
ま・沖縄市）に拡大した「うるま・沖縄地区」とし
て国際物流拠点産業集積地域に指定した。
2010年以降，自由貿易地域（国際物流拠点産業集
る搬出先は，復帰以前の米国から日本国内へと大き
く変化している。実際，2000年の時点では搬出先の
うち外国が占める割合は3％に過ぎず,生産物のほと
んどが国内に搬出されていた。ところか,2002年に
は外国の占める割合が10%,2005年には15%,2007
年には17%となっている。ただし，金額でみると1
億円に満たない額から約14億円への増加である。海
外輸出を行う企業の誘致に成功するなど自由貿易地
域の発展の試みとしてはある程度の成果をあげてい
るものの，沖縄全体の経済振興策として十分な効果
が期待できるものではない。そしてリーマンショッ
クの影響等もあり，この増加も2009年には再び減少
に転じる。しかし，翌年からは再び増加に転じ，こ
れ以降現在に至るまで企業数，搬出．搬入額ともに
増加傾向を保持しており，一時のような崩壊状態か
ら脱し，発展を続けている。
本土復帰後の自由貿易地域は，沖縄県の経済活性
化への貢献を期待さたれながら，現実にはほとんど
機能していない状況が続いた。しかしながら，2000
年代に入ってようやく搬入・搬出額は増加し，搬出
先に占める外国の割合も増加し，本来の自由貿易地
域としての発展を見せ始めた。
2）自由貿易地域の現状と今後の経済発展
2012年4月に沖縄振興特別措置法の改正により沖
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付加価値産業別構成比 従業員数産業別構成比
ロ卸売･小売業
圏金融･保険業
図情報通信業
■生活関連･娯楽業
国教育･学習支援業
園医療福祉 口建設業
国製造業 圏その他サービス業
図宿泊･飲食サービス業圏運輸･郵便
国不動産･賃貸業 日学術研究･専門技術サービス業
国その他
注1:総務省･経済産業省｢平成24年経済センサス｣より。
注2:｢その他｣は｢農林業｣｢漁業｣｢複合サー ビス｣｢電気ガス等｣で構成。
図7付加価値及び従業員数に関する産業構成比（沖縄・全国)．
Fig.7Value-addedandemployeesnumberratiobyindustries(OkinawaandJapan)
積地域)の搬入･搬出額は増加傾向を維持しており，
特にうるま地区は大きな伸びを示している。そして
それぞれの増加のみではなく，為替変動や在庫量等
の影響はあると考えられるが搬入額と搬出額の差も
拡大しており，かつての企業活動の不振が解消され
ているようにみえる（図6)。企業数も増加傾向にあ
り，今後の発展が期待される。
ただし一方で，その規模は2015年の搬出額で138
億円と，県レベルで大きな経済効果を期待できる規
模に至ってはいない。搬出額における外国の占める
割合は2012年に3割に達し，ようやく「自由貿易地
域」・「国際物流拠点」としての機能も回復しはじめ
たものの，やはりこれも実際の額としては30億円程
度に過ぎず，今後更なる拡大が必要であろう。この
ようになかなか特区地域内への企業誘致が進まない
背景には，全国平均とは異なる沖縄の産業構成，つ
まり製造業比率の低さがあると考えられる（図7)。
沖縄県における製造業の全産業に占める割合は，付
加価値についてみると全国の20％に対して6％に過
ぎない。また，従業員数についても全国の18%に対
し7％を占めるに過ぎないのである。この問題の解消
なくして，自由貿易地域（国際物流拠点産業集積地
域）が，沖縄経済活性化において重要な役割を果た
すのは困難であると考えられる。
自由貿易地域制度の目的には，その発展を通じて
製造関連企業の誘致を拡大し，県内製造業の発展を
目指すという部分もある。しかし，元来海に囲まれ
た日本で，貿易に関して沖縄に特別大きな利点は存
在しない23)｡そのような企業誘致を目指すとすれば，
より大きな優遇措置が必要であり，そのような財政
上の措置は，米軍基地問題をはじめとする沖縄の問
題と深く結びついたものとならざるを得ない。輸出
を起点に島喚地域において製造業を発展させること
は容易ではないと考えるべきであろう。
自由貿易地域（国際物流拠点産業集積地域）の設
置・発展は，米軍基地をはじめとする沖縄の抱える
様々な問題と不可分に展開され，その実質とはかけ
離れた期待がなされてきた。島喚地域である沖縄に
おいては，歴史的にも貿易による経済活性化が重視
され，それが自由貿易地域への期待を大きくしたと
考えられる。しかしながら，現実としては本士復帰
前も，復帰後はなお一層にその期待に十全に応えて
きたとは言い難い。現在，地域指定等の権限が県に
委譲され，その発展の緒についたところにあるとい
える。アメリカ統治下からはじまった沖縄自由貿易
地域の展開は，ようやく沖縄経済の実態に即した落
ち着くべきところに落ち着いたものと考えられる。
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Ⅵ．おわりに
以上，沖縄における自由貿易地域の展開について
明らかにしてきた。米統治下において，自由貿易地
域は基地反対運動などの経済活性化による沈静化，
また基地問題への代償として設置された。しかし，
その規模はそれに見合うものではなく，限定的な意
義しか見いだせないものであった。本土復帰後以降
も，基地問題と関連してその実態に見合わない大き
な期待をかけられたが，結局のところ実態はそれと
はかけ離れていた。そして2000年代以降にようやく
漸進的な成長の糸口が見え始めた。
前述のように，これまで沖縄の自由貿易地域制度
は，結局のところ基地問題と沖縄の経済発展の関係
の中にしか，その重要性を持ち得なかった。本来，
貨物を輸入手続き未済のまま蔵置・加工・製造・展
示などすることができる特定の場所たる保税地域の
必要性自体は，その地域にどのような産業が存在す
るかによって決まる。その点からすれば，沖縄にお
ける自由貿易地域の持つ経済効果は，それが復帰前
に設置された当初から，常に様々な障害に阻まれて
限定的なものとならざるを得なかった。
「自由貿易」という言葉は，アジアにおける沖縄
の歴史的な地位・役割を想起させる面もあり，その
点からも「自由貿易地域」が過大な評価がなされて
きたように思われる。しかしながら現代においては，
交通網の発達により貿易における中継地の重要性は
低下し，また生産機能の集中などの流れは島嘆地域
に不利に働く。国際貿易に支えられた「自由貿易地
域」が沖縄経済で中心的な役割を果たすことは容易
ではない。とはいえ，沖縄における自由貿易地域の
不振には，経済特区制度自体の持つ問題点も含まれ
ている。
第一に地域を限定して行うがゆえに，当該地域に
とって既得権益となって，広い視野での政策運営が
困難になること。第二に地域にとって直接的な利益
をもたらす場合が多いために政治的に利用される可
能性が高い。自由貿易地域がそうであるように，そ
の利益ばかりが喧伝されれば，結局のところ本質を
見失って現実から乖離し，制度を有効に活用するこ
とができない。
以上本稿では，沖縄における自由貿易地域制度に
ついて，その創設から現在に至るまでの展開を検討
した。本研究は，沖縄金融特区（現在の「経済金融
活性化特別地区｣）に関する研究の基礎ともなる。自
由貿易地域制度と同じく沖縄で経済特区として設置
された金融特区制度は，十分な成果をあげてきたと
は言い難く，その背景・要因について明らかにする
必要がある。また，この研究は別な側面から自由貿
易地域の問題点を明らかにすることにもつながる。
実際，自由貿易地域制度が十全に機能しなかった原
因に関しては，ここで論じてきたような制度上の不
備や沖縄の産業構造とは別に，時代・地域ごとに，
より詳細な分析も必要である。これらに関しては，
今後の課題として稿を改めて検討したい。
注
1）日本における特区制度の展開に関しては，金岡(2017)
6～IOページ参照
2)経済特区制度の定義については，金岡(2017)3～6ペー
ジ参照
3)金岡(2017)11～16ペー ジ参照．
4)松田(1981)15～19ペー ジ参照
5)牧野(1996)31～36ペー ジ参照．
6)琉球政府による規則などに関しては沖縄公文書館HP
(http:"www・archives.prefokinawajp/,公報資料検索）を
参照．
7)松田(1981)6～15ペー ジ参照
8）ドル切替えについては当時多くの議論が交わされた.そ
の評価などに関しては，松田(1981)258～292ページ参
照．
9)当時の沖縄自由貿易地域に関する米政府関連公文書に
はアメリカの自由貿易地域に関する規定の議会資料等
が含まれている（沖縄公文書館)．
IO)松田(1981)634ページ．
'')琉球銀行調査部(1984)1180ペー ジ参照
12)沖縄の輸出額ついては，松田(1981)422ペー ジ参照．
13)琉球銀行調査部(1984)1181ペー ジ参照．
14)琉球政府通商産業局(1971)参照．この資料には1970
年6月の自由貿易地域事業者の勤続年数と学歴別の従業
員数のデータが含まれる．それによると，ほとんどの従
業員が勤続年数3年以下で，学歴は中卒であり，自由貿
易地域での生産活動が労働集約的なものであったこと
が分かる．
15)琉球銀行調査部(1984)1181～1183ペー ジ参照
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'6)琉球銀行調査部(1984)1034～1059ペー ジ参照．
'7)日経新聞（九州B:地方経済面),1983年7月7日号．
18)日経産業新聞,1993年lO月20日号．
'9)日経新聞（地方経済面),1993年1月22日号．
20)大城(1998)249～250ペー ジ.雇用者数もピー ク時の151
人(1990年）から102人へと減少している．
21)全県自由貿易地域化構想に対する批判としては，来間
(1998)を参照．
22)同時期，小泉政権下で2002(平成14)年6月に閣議決定
された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針
2002｣(いわゆる「骨太の方針｣）の中に，重要施策の一
つとして構造改革特区が盛り込まれ，同年l2月には「構
造改革特区法」が国会で成立し，翌年の4月の施行に
よって特区の認定が開始された(構造特区の展開に関し
ては，金岡(2017)6～8ページ参照).
23)歴史的に沖縄はアジアの文化･文物等の伝播で重要な役
割を果たした．しかし，現代ではグローバル経済の進展
の下でかってのような重要性は低下している．自由貿易
地域設置の端緒が,航空機の航続距離の延長によって給
油の必要性が低下し,便数が減少したアイルランドの空
港("(2001)77ページ）にあったことは示唆的であ
ると考えられる．
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